
平成３０年度予算編成方針について（依命通達）
　我が国の経済は、緩やかな回復基調が続いている。また、先行きについては、雇用・所得環境の改善が続く中で、各種政策の効果もあって、緩やかに回復していくことが期待される。ただし、海外経済の不確実性や金融資本市場の変動の影響に留意する必要がある。
　国の平成３０年度予算は、「平成３０年度予算の概算要求に当たっての基本的な方針について」（平成２９年７月２０日閣議了解）を定め、手を緩めることなく本格的な歳出改革に取り組むこととし、歳出全般にわたり、歳出改革の取組を強化するとともに、施策の優先順位を洗い直し、無駄を徹底して排除しつつ、予算の中身を大胆に重点化するとしている。

　東京都の平成３０年度予算は、将来を見据えて財政の健全性を堅持しつつ、東京2020大会の成功とその先の未来に向け、東京が持続的成長を続けていくため、都政に課せられた使命を確実に果たしていく予算として、東京が直面する諸課題の解決と成長創出に向けて果敢に取り組むこと、中長期にわたって施策展開を支える強固な財政基盤を堅持するため、より一層無駄の排除を徹底するなど、ワイズスペンディング（賢い支出）で都民ファーストの視点に立った取組を推進することなどを基本として編成するとしている。

　本市においては、財政の健全性を堅持しつつ、安全・安心な社会基盤の構築や少子高齢社会への的確な対応を図るためには、施策の必要性、有効性等の検証による見直し・再構築や廃止を含めた施策の選択が不可欠である。今後とも、多摩都市モノレール延伸を見据えての都市基盤の整備を進めつつ、社会経済情勢の変化を的確に捉え、行政改革を更に推進し、自立的な財政基盤の確立を図り、「人と人との絆を大切にした信頼の市政」を着実に推進していかなければならない。

　こうした中、本市の歳入面では、市税において、評価替えによる固定資産税の減収が見込まれ、また歳出面では、社会構造の変化等による介護や高齢者医療、障害者自立支援等に係る経費が今後とも増大する見込みであり、引き続き厳しい状況にある。

　このため、平成３０年度予算は、下記の基本的な考え方の下、国及び東京都の施策の方向性や予算の動向等を的確に把握し、市税等の自主財源の積極的な確保に努め、また、市民の期待に応える施策を推進するため、これまで以上に費用対効果、創意工夫の視点を持ち、市職員としての意識改革を徹底し、行政評価の結果等を施策に反映することにより、市民の視点に立った効果的かつ効率的なサービスを提供することを基本として編成することとする。

　この旨、命によって通達する。

記

１ 基本的事項

(1) 　平成３０年度の重要施策は、「第四次長期総合計画㉚実施計画（平成３０年度～平成３２年度）」に基づき、必要な経費を要求すること。
(2) 　行政改革については、「第六次行政改革大綱」及び「行政改革大綱推進計画」に基づき、積極的に推進すること。
(3) 　施策については、スクラップ・アンド・ビルドを基本とし、真に必要な事業に配分するため、施策の必要性、効果、後年度負担等を十分に勘案の上、原則として終期を設定して要求すること。また、行政評価の結果を適切に反映するため、所期の目的が達成された事業、事業開始後長年経過している事業等で廃止、再構築の必要があるものについては、見直しを行うこと。

２ 歳入

(1) 市税については、課税客体を的確に把握するとともに、新たな納付機会の拡大な
ど収納に関する取り組みを検討し、収納率の一層の向上を図ることにより、収入の確保を図ること。
(2) 国庫支出金及び都支出金については、国及び東京都の施策や予算の動向等に十分
留意し、情報収集等を積極的に行うとともに、的確な財源の確保に努めること。ま
た、「債権管理取扱指針」を活用し債権を回収するなど、債権管理の更なる適正化を図ること。
(3) 分担金・負担金及び使用料・手数料については、負担の公平性の確保と受益者負
担の原則に立ち、検討及び見直しを行うこと。

３ 歳出
(1) 　歳出予算については、既存事業についても、ゼロベースから事業を見直し、過去の決算内容を十分に分析し、最少の経費をもって最大の効果が図れるよう取り組むこと。
(2) 　時間外勤務手当の１億円キャップ制については、平成１７年度以降超過が続いていることから、健康管理の観点も含め代休日の指定等を活用し、一層の効率化を図るとともに、職員課から示される「時間外勤務課別時間数の配分」を十分に尊重し、目標を達成すること。
(3) 　情報システム経費については、「第四次情報化基本計画」に基づき、費用対効果やシステム構築に係る後年度負担を十分に勘案し要求すること。

４ 特別会計

各特別会計においては、一般会計との経費負担区分、特別会計設置の趣旨を踏まえ、一般会計からの繰出の抑制を図り、財政健全化を推進すること。
なお、国民健康保険事業は、平成３０年度から財政運営の責任主体が都道府県とな
ることから、制度改正等を踏まえて予算を見積もること。
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